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【中国】 外国駐在外交官法が成立 
海外立法情報調査室・富窪 高志 

 
＊現在、中国は 171 の国家と大使級関係を樹立し、130 余の政府間国際組織に加盟している。在

外公館数は 254 に上り、国務院等の 32 部門から派遣されている外国駐在外交官数は約 5,000

人とされる。こうした外交官の職名、職階制度等を規定する「外国駐在外交官法」が、2009 年

10 月 31 日の第 11 期全国人民代表大会（全人代）常務委員会第 11 回会議で採択され、2010

年 1 月 1 日から施行される。 

 
 
法の構成 

 外国駐在外交官法は、第 1 章：総則、第 2 章：職責、義務及び権利、第 3 章：職務

及び職階、第 4 章：館長、第 5 章：派遣、召喚、第 6 章：考査、研修及び交流、第 7
章：奨励及び懲戒、第 8 章：給与及び福利、第 9 章：配偶者及び子女、第 10 章：附則

の全 48 か条からなる。 
以下、まず第 3 章の職務及び職階について、次いでその他の主要な点を紹介する。 

 
外交官の職務と職階 

外国駐在外交官の職階制度については、憲法第 67 条第 15 項において全人代常務委

員会が定めるものとなっていたものである。第 11 条から第 14 条で規定する職務と職

階、及びその対応関係を外交官と領事官に分けて下表に示す。 
（表）外交官、領事官の職務及び職階 

外交官職務 職  階 領事官職務 職  階 

特命全権大使 大使 総領事 大使、公使、参事 

代表 副総領事 参事 

副代表 
大使、公使、参事 

領事 参事、一等書記、二等書記 

公使 副領事 三等書記、随員 

公使級参事官 
公使 

領事随員 随員 

参事官 参事   

一等書記官 一等書記   

二等書記官 二等書記   

三等書記官 三等書記   

随員 随員   

 
特命全権大使、代表、総領事及び領事は、それぞれ大使館の館長、国際連合等の政

府間国際組織の常駐代表機構の館長、総領事館の館長、領事館の館長を務め、在外公

館の責任者として業務を統括する（第 21 条）。 
各職務については、特命全権大使及び代表、副代表で特命全権大使となる者につい
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ては全人代常務委員会が、その他の代表、副代表については国務院が、総領事につい

ては外交部が、その他については外交部又は派遣元（三等書記官、副領事以下につい

ては在外駐在機関）が決定する（第 16 条）。離任し帰国すればその職階も解かれるが、

業務上必要な場合はそのまま保持することができる（第 20 条）。 
 
外交官の任用 

外交官は中国国籍を有する満 23 歳以上の者で、憲法を擁護するほか、優れた政治的

素養及び品格、業務遂行に必要な専門知識、業務能力及び語学力を有すること等が求

められ、刑事処罰を受けた、公職を解かれた、又は国家機関から解雇された者を任用

してはならない。また、外国の長期又は永久滞在許可証を有する者、配偶者が外国籍、

外国の長期又は永久滞在許可証を有する者も外交官として任用することはできない

（第 6、7 条）。 
 

外交官の派遣、召喚 
外交官の派遣、召喚については、特命全権大使及び代表、副代表で特命全権大使を

務める者については全人代常務委員会が、特命全権大使以外の代表、副代表について

は国務院又は派遣部門が、その他の外交官については外交部又は派遣部門が決定する。

外交官には任期制度が適用されるが、業務上の必要により、派遣元の同意を得て、短

縮又は延長することができる。職責に耐え得ない場合、法律に触れる又は重大な紀律

違反があった場合、また、配偶者が外国籍を取得、外国の長期又は永久在留許可を取

得した場合等には、任期を待たず繰り上げて召喚される（第 24～26 条）。 
 

給与及び福利等 

 在外外交官については、職務、職階及び級別を組み合せた在外給与制度を適用し、

給与及び生活面の処遇については適時に調整される。また、規定に基づく手当、補助

金が支給される（第 35～37 条）。2009 年 10 月にバクダッドで発生した自爆テロでは

在イラク中国大使館も被害を受けたように、外交官は時には危険な状況に身を置くこ

ともあることを考慮して、必要な医療保障及び安全措置を講ずるとともに、関係規定

に照らして不慮の事態を想定した人身傷害保険が適用される（第 38 条）。 
 

なお、在外外交官が結婚する場合には、婚姻手続前に相手の身分等について派遣元

機関に報告しなければならない（第 40 条）。また、在外公館の武官については、本法

を参照して中央軍事委員会が具体的に規定することになる（第 47 条）。 
 
 
参考文献（インターネット情報は 2009 年 12 月 17 日現在である。） 

・「外国駐在外交官法」の全文は、次の全人代サイトを参照。 

<http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/zxfl/2009-10/31/content_1525308.htm> 


